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要旨：地震で被災した RC 造建物に残存する耐震性能を定量的に評価し，被災度を判定するための基準とし

て，被災度区分判定基準が広く用いられている。基準の耐震性能低減係数ηはせん断破壊する部材について，

妥当性を示す検討が少ないため，本研究では既往の実験結果を基に検討を行った。その結果，概括的ではあ

るがせん断部材の破壊形式を耐力低下や破壊性状に注目し 2 種類に分類した。破壊形式の違いに対応するた

め，ひび割れ幅の合計に注目したが，現行の最大ひび割れ幅の方法より損傷度分類に適していることが分か

った。また，ηの値の検討を行ったが終局変形位置の設定によってηの値は大きく変動することが分かった。  

キーワード：震災 RC 建物，残存耐震性能，ひび割れ幅，損傷度，耐震性能低減係数    

 

1. はじめに 

地震で被災した建物に対して，損傷により低下した耐

震性能を正確に評価することは，適切な補修・補強など

の復旧計画を立案するために重要となる。現在，被災し

た鉄筋コンクリート造建物の耐震性能を評価する指標と

して，（財）日本建築防災協会の被災度区分判定基準 1）

で提案されている耐震性能残存率 R がある。耐震性能残

存率 R は各部材の耐力に損傷度（Ⅰ～Ⅴ）から決定され

る耐震性能低減係数ηを考慮して求めるものである。η

は各部材の損傷状況やひび割れ幅に基づく損傷度で決ま

るが，現行の基準では表－1に示すようにおもに最大残

留ひび割れ幅に基づく損傷状態で定義され，ηの値が定

められている。表－1は既往の部材実験研究 2）を参考に

設定したものである。損傷度と部材の荷重－変形関係曲

線を理想化し，部材が消費したエネルギーEdと残存エネ

ルギー吸収能力 Er の関係から（図－2），各損傷度の耐震

性能低減係数ηを式(1)で評価している。 

 

(1) 

 

 耐震性能残存率 R や耐震性能低減係数ηは，文野，前

田らの研究 2)で提案された概念であるが，せん断破壊す

る柱や耐震壁については実験結果などに基づく検討が少

ない。特に耐震壁等の面材のηについては検討結果がな

く，現行の被災度区分判定基準ではせん断柱のηを暫定

的に用いている。 

 また，地震被害調査に用いられた際，専門家が総合的

に判断した損傷度と，最大残留ひび割れ幅から機械的に

判定した損傷度は必ずしも一致しないことがある。 

 更にせん断部材に関する耐震性能低減係数ηは図－1 

及び図－2に示すように耐力低下が始まる直前の最大耐 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力点を終局変形と見なしてηの値を求めており，耐力低

下が始まる損傷度Ⅳの領域でη＝0 となる。現行基準が

せん断部材に対して損傷度Ⅳ以降の残存鉛直耐力を期待

しないためである。しかしながら，これは安全側の仮定

であり，既往の部材実験ではせん断破壊後でも，配筋や

破壊の性状によっては耐力が比較的緩やかに低下してい

くせん断部材がある。つまり，現行基準での終局変形位

置の設定では過度に過小評価となるせん断部材があると

考えられる。 

そこで本研究では，過去の実験データからせん断部材 

の損傷度の検証および，荷重－変形関係より耐震性能低

減係数ηを算出し，現行の被災度判定基準によるηと比

較することで現行基準の妥当性の検討を行う。 

2. 検討対象試験体 
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損傷度 損傷内容 耐震性能低減係数η
ひび割れ幅0.2mm以下

（見えにくいひび割れ幅）
ひび割れ幅0.2mm～1mm

（はっきり見えるひび割れ幅）
ひび割れ幅1.0mm～2.0mm
（極わずかな剥落あり）
ひび割れ幅2.0mm以上

（顕著な剥落＋鉄筋露出）

Ⅴ 鉄筋の変形＋内部コンクリート剥落 0

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

0.95

0.6

0.3

0

表－1 損傷度分類の基準 
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図－2 耐震性能低減係数

ηの概念 

図－1 脆性的な部材の 

荷重－変形関係 
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2.1 検討対象試験体概要 

 本研究で検討対象とした試験体は，過去に行われた部

材または架構実験である。試験体の概要を図－3 に，試

験体パラメータは表－2 に示す。ここで各試験体は終局

変形まで一定軸力を保持していた。 

（1）柱の部材実験 20023) 

 4 層鉄筋コンクリート構造建物の比較的軸変動が少

ない 1 階の中柱を想定した試験体である。その中でもせ

ん断破壊する S1-4 を対象とした。スケールは実大の約

3 分の 2 である。 

（2）せん断柱を含む架構実験 20104)
，20115)

，20126) 

3 本の柱と 2 本の梁からなる 1 層 2 スパンの鉄筋コン

クリート造架構である。両側の柱，及び梁は曲げ降伏が

先行する靭性柱であり，中央柱はせん断破壊する脆性柱

である。その中でも，対象とした部材は中央柱であり，

せん断補強筋比，主筋比，軸力レベルの異なる F_0101，

(1/2 スケール)と F_0102, F_0103, F_0109，F_0203(3/8 ス

ケール)の 5 体である。  

（3）耐震壁実験 20127) 

SRC 柱の両側柱付壁であり，一体施工耐震壁とした M

試験体（M100）と，あと施工アンカー筋を用いた耐震補

強壁 P 試験体（P100,P125,P150）の合計 4 体を検討の対

象とする。縮尺は実大の 1/2～1/3 程度である。 

2.2 実験結果 

荷重‐変形関係の包絡線を図－4 に示す。図－4 の縦

軸は，試験体ごとに最大耐力で除した基準化量を用いて

いる。せん断柱に関してはせん断破壊後，急激に耐力低

下した部材と，最大耐力に達した後，緩やかに耐力低下

する部材があるため，損傷度を分類する際，試験体間の

耐力低下勾配や破壊性状に注目していく。 

（1） 損傷度分類 

損傷度の分類は図－1に示したように，ひび割れが発

生してから最大耐力に達するまでの変形を等分してⅠ，

Ⅱ，Ⅲとした。ここで，損傷度Ⅳは被災度区分判定基準

において，主筋の露出やせん断補強筋の降伏などがあり，

水平耐力は劣化するものの鉛直耐力は維持している状態

である。次いで，損傷度Ⅴは主筋の座屈や付着性能の劣

化等の損傷が発生し鉛直支持能力も期待できない状態で

ある。つまり損傷度Ⅳと損傷度Ⅴの境界を決定するに当

たって，鉛直方向の軸力支持能力を考慮することが肝要

と思われる。そこで，損傷度Ⅳ・Ⅴの境界はせん断破壊

により軸支持能力が低下し，軸方向縮みが増加し始める

ステップとした。この境界点を軸支持限界点として，図

－4に最大耐力点及び軸支持限界点をプロットした。ま

た，図－5 に損傷度分類の結果を示す。（紙面の都合上，

代表的な試験体のみ掲載する） 

（2） せん断部材の区分 
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図－4 荷重－変形関係包絡線 
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表－2 試験体パラメータ 

ロードセル

中柱東柱 西柱

図－3 対象試験体図 
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せん断補強筋比 軸力比

ｐｗ（％） N/(bDσB)
S1-4 400×400 800 0.40 0.23

F_0101 400×400 800 0.11 0.05
F_0102 300×300 600 0.09 0.10
F_0103 300×300 600 0.09 0.12
F_0109 300×300 600 0.08 0.29
F_0203 300×300 600 0.21 0.12

試験体（壁） 厚さｔ（mm）×幅L(mm) 階だかH(mm) 壁筋比ｐｓ(％) アンカー筋比（％）

M100 0
P100 0.667
P125 0.821
P150 0.953

0.667

試験体（柱） 幅ｂ（mm）×せいD(mm) 内法高さh0(mm)

　120×1150 1400
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図－4および図－5から同じせん断部材の中でも，最

大耐力に達した後，急激に耐力低下を伴い，軸支持限界

点に一気に到達する部材と最大耐力後，緩やかに耐力低

下する部材を確認した。そのため，耐力低下の状況や破

壊性状に着目していく。図－6に示すように，最大耐力

点と軸支持限界点を結んだ耐力低下勾配を調べ，初期剛

性 K0に対する低減係数βを比較する。 

表－3 より F_0103,F_0109,はβの値が他の試験体より

2~3倍程度あり，特にF_0109試験体のβの値は大きく最

大耐力以降の耐力低下は急勾配であることが分かる。つ

まり，F_0103,F_0109 のようなせん断補強筋比が小さく

軸力比が大きい部材ほど最大耐力以降の耐震性能は期待

できないと言える。ただし，現段階では明確な定義の下

で，定量的な境界の決定には至らず，0.1≦βの試験体を

脆性型，0.1＞βの試験体を準脆性型として2つに区分す

る。今回の試験体では，F_0103 と F_0109 は脆性型とな

る。また，せん断補強筋比が大きい，もしくは軸力比が

小さい F_0101，F_0102，F_0203，そして S1-4 は準脆性

型とする。 

 次に，分類した各試験体のひび割れの入り方を比較す

るため，最大耐力時のひび割れ図を図－7に示す。また，

最大ひびわれ幅と総ひび割れ幅の推移の結果および，最

大ひび割れ幅と損傷度分類（表－1）との対応を図－8に

示す。ここで，ひび割れ幅に対する試験体寸法効果の影

響は不明な点もあるが，試験体寸法に比例すると仮定し，

実大に換算して図に示した。 

 図－7より F_0109 等の脆性型では，最初に発生した対

角方向のせん断ひび割れが急激に拡大すると同時に，最

大耐力に達し一気に破壊に至る傾向があった。一方，準

脆性型の F_0102 ではせん断ひび割れが分散して発生し

ていた。 

また，図－8より F_0109 試験体は極めて脆性的な挙動

を示し，損傷度Ⅳ以前を評価することができなかった。

更に，ひび割れ本数も少なく損傷度Ⅳ時の最大残留ひび

割れ幅と残留総ひび割れ幅の差は少ない。 

図－9～11に耐震壁に関する結果を示す(代表として

P150)。耐震壁に関してはあと施工アンカー量をパラメー

タとしているが，壁筋比 ps=0.67%とすべての試験体で共

通で，ほぼ同様の荷重－変形関係を示した。 

ひび割れ推移について現行基準とよく対応している。

ここで，せん断柱と同様に，縮尺 1/2 と仮定しひび割れ

幅を実大に換算した。ひび割れ幅の推移は脆性柱である

F_0109 よりも準脆性型の柱である F_0102 と近く， 総ひ 

び割れに対する最大ひび割れの割合は小さい。ただし今

回の試験体は SRC 柱の両側柱付壁であるため，架構全体

の靭性・耐力が大きい。そのため片側柱付壁や RC 柱な

ど条件が異なる壁についても今後の検討が必要となる。 
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図－7 ひび割れ図（柱部材） 図－9 ひび割れ図（壁部材） 

P150 脆性型 

β
S1-4 0.045

F_0101 0.037
F_0102 0.072
F_0103 0.116
F_0109 0.124
F_0203 0.088

図－6 耐力低下勾配の概念 

表－3:低減係数β 
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3.残留総ひび割れ幅による損傷度分類の提案 

実験結果より，脆性型部材は少ないひび割れが拡幅し，

準脆性部材はひび割れの分散が多いなど，破壊性状によ

りひび割れの入り方に違いが見られた。準脆性型や耐震

壁のような比較的大きなひび割れが分散して発生する部

材は総ひび割れと最大ひび割れ幅の差は大きい傾向があ

る。既往の研究 2）では，せん断部材における残留総ひび

割れ幅ΣWs0に対する，最大残留ひび割れ幅 maxWs0の割

合係数である ns を明示しており，ΣW＝ns・maxW の関

係と図－12 を用いて最大ひび割れ幅から損傷度を評価

している。ただし，前述の通り，せん断部材はひび割れ

の分散等の損傷にバラつきが大きくns値の妥当性が問題

となる。従って，ひび割れの分散等，破壊性状の違いに

対応するため，ひび割れ幅の合計で損傷度を分類した方

が合理的と思われ，以降の検討を進める。 

(1)検討方法 

ここでは，実験で得られた総ひび割れ幅を用いて，残

留部材角の推定を試みる。柱部材については，部材に生

じた曲げひび割れとせん断ひび割れから図－12 及び式

(2)～式(7)を用いて残留部材角を推定した。耐震壁部材に

ついては，せん断変形が曲げ変形より卓越して占められ

ていたため，せん断ひび割れのみを用いて推定した。    

せん断変形成分については図－12（左）に示すように

せん断ひび割れが部材に対して対角線と等しい角度で入

ると仮定し，高さを h，せいを D，i 番目のひび割れ幅を

Wi とし，その合計から推定される水平変位δは式(2)，(3)

で算定する。 

                     (2) 

                      (3) 

従って，せん断による部材角 Rs は式(4) で推定される。 

 

                       (4) 

 曲げ成分は図－12（右）に示すように，曲げによるひ

び割れ幅の合計をΣWf，中立軸を Xn とすれば，曲げに

よる変形角 Rfは式(5)で定義される。ただし部材幅 b，軸

力 N,コンクリート強度をσBとし，Xnは引張及び圧縮の

主筋ともに降伏していると仮定し，式(6)で求める。 

                       (5) 

                               (6) 

 

式(5),(4)より，ひび割れ幅の合計から推定される残留部

材角 Re0 は式(7)のようになる。 

                         (7) 

総ひび割れ幅からの算定方法は以上であるが，比較対 

象として，最大残留ひび割れ幅からも同種の手法で残留

部材角を推定する。推定に当たり，既往の研究と同様に

ns＝2 として，残留部材角 R0 を推定し比較する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)検討結果 

ひび割れ幅から推定した残留部材角の結果は図－13

となる。縦軸に実験で得られたひび割れ幅に式(2)～式(7)

を用いて推定される残留部材角 Re0 をとり，横軸は荷重

－変形関係の履歴曲線から得られた実際の残留部材角

R0である。図－13より最大残留ひび割れ幅による推定は

ばらつきが大きいことが分かる。実験のひび割れ観測か

ら得られるnsと現行基準の基となった既往の研究で設定

されている値が対応していないためである。 

一方，残留総ひび割れ幅による R0推定は，柱部材につ

いては良く推定出来ており，ばらつきも小さい。また，

耐震壁部材については，最大ひび割れ幅から推定した場

合と平均的には同様の推移を示していると思われるが，

総ひび割れ幅から推定した方がばらつきは小さい。以上

より，残留総ひび割れ幅を用いた方が部材角推定の精度

が良いと言え，損傷度分類により適していると考えられ

る。ただし途切れているひび割れ等，考慮すべきか曖昧

なひび割れに関して問題となるが，本研究では同じ線上
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もしくは近傍にあるひび割れは図－12 より一本のひび

割れと見なし，その中の最大ひび割れ幅を対象とした。

ただし，実用化に際して基準を明確にする事は重要であ

り今後の検討も要する。 

また，表－4 に実験から得られた試験体の損傷度と総

ひび割れ幅の対応を示した。表の値は，各試験体のスケ

ールに合せて，実大に換算したものであり，変動軸力等

は考慮していない。 

4 耐震性能低減係数ηの検証 

4.1 検証方法 

 実験で得られた荷重－変形関係の包絡線から，損傷度

ごとの耐震性能低減係数ηを算出する。ここで，前述の

ように現行基準は損傷度Ⅳ以降，残存鉛直耐力が期待で

きないと考えられ，終局変形位置を損傷度Ⅳの始点であ

る最大耐力点に設定している。一方，2．2節で示した通

り，最大耐力から軸縮みが進行するまでは試験体ごとで

差があり，最大耐力後も十分な耐震性能を保持するせん

断部材があると考えられる。従って，図－14に終局変形

位置を最大耐力点及び，軸支持限界点の 2 つのケースを

設定しηを算出し比較・検討する。 

4.2 検証結果 

(1) せん断柱 

算定結果を図－15に示す。脆性型の F_0109 試験体に

関して，最大耐力を終局位置に設定し耐震性能低減係数

ηを算出した結果，ηの傾向は現行基準と概ね対応して

いた。また，終局変形位置を変更した結果も被災度区分

判定基準とほぼ同じ傾向となった。図－6（右）に示すよ

うにこの試験体はせん断破壊後の耐力低下が著しく，鉛

直方向の支持能力も一気に喪失した。そのため，終局変

形位置の変更に伴う残存エネルギー吸収能力 Erへの影

響が少なく，終局変形位置の変更によるηの変化が乏し

い結果となった。 

準脆性型部材である F_0102 試験体については最大耐

力点を終局変形位置に設定した結果，F_0109 試験体と同

様，現行の被災度判定基準により，概ね傾向が評価され

ていると図－16から言える。一方で，終局変形位置を軸

支持限界点に設定したところ，残存エネルギー吸収能力

Er が増加するため特に大変形の領域で被災度区分判定

基準よりも大きな値となった。 

従って，脆性部材に関しては現行基準で概ね精度よく

ηを推定することは可能であるが，準脆性部材について

は現行基準で設定している耐震性能低減係数ηの値では

過小評価すると考えられる。 

(2) せん断壁 

図－17に耐震壁に関する結果を示す。損傷度の分類は

柱部材同様，荷重－変形関係（図－11）に従う。η―部 

材角関係は終局変形位置を変更したηの値は最大耐力点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を終局変形位置とした結果よりηの値は大きい。これは 

 (1)で示した準脆性型の柱と同様の傾向である。本研究

で用いた耐震壁試験体は，せん断壁ではあるが，比較的

耐力低下が緩やかで準脆性部材に分類される。脆性型せ
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図－14 終局変形位置変更概

 

表－4 残留総ひび割れ幅による損傷度分類の実験結果 

損傷度 脆性型 準脆性型 耐震壁
Ⅰ               0(mm) 0.05～0.49(mm) 0.08～1.14(mm)
Ⅱ      0～0.5(mm) 0.49～1.57(mm) 1.14～2.53(mm)
Ⅲ 0.5～1.93(mm) 1.57～3.05(mm)   2.53～6.6(mm)
Ⅳ      1.93～(mm)        3.05～(mm)          6.6～(mm)
Ⅴ

部材角（％）

図－16 η－部材角関係（F_0102） 

図－15 η－部材角関係（F_0109） 
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ん断壁については，未検討で今後の検証が必要である。 

(3) 損傷度－耐震性能低減係数η関係 

図－17では代表的な部材のη－部材角関係及び，終局

変形位置変更に伴うηの変動を示した。一方で，基準は

損傷度－η関係が重要であり，図－17を基に対象とした

全試験体の損傷度‐ηの結果を図－18 に示す。表－5 は

図－18に対応しており，部材種別ごとに検討したηと荷

重変形関係から評価した損傷度の関係を示している。図

－18 より脆性型柱はηの下限値が概ね現行基準と対応

している。また，表－5 より準脆性型の柱及び耐震壁は

損傷度Ⅲ以降において，各試験体のηは基準より大きく

曲げ柱の推移に近い結果である。つまり現行基準では過

小評価であり，準脆性型の柱や耐震壁に関しては損傷度

Ⅳにおいても残存耐震性能を期待できると考えられる。 

5.まとめ 

 本研究では，被災度区分判定基準におけるせん断柱及

耐震壁の損傷度判定や耐震性能低減係数ηについて検証

を行った。部材実験結果を用いて，せん断部材を破壊後

の耐力低下勾配により脆性部材と準脆性部材に分類して

検討したところ，以下の知見が得られた。 

(1) 損傷度判定の基となる部材角の評価は，現行基準の

最大残留ひび割れ幅に基づく方法よりも，残留ひび

割れ幅の合計に基づく方が精度よく，損傷度判定も

後者を考慮する方が良いと考えられる。 

(2) 耐震性能低減係数ηは，最大耐力時を終局変形とし

て評価すると，脆性型と準脆性型で大差なく，せん

断柱・耐震壁ともに，現行基準の値と概ね一致する。 

(3) 破壊後も耐力を維持できる限界点（軸支持限界点）

を終局変形とみなすと，準脆性型の柱及び耐震壁の

耐震性能低減係数ηは，現行基準では安全側の評価

で十分な余裕度がある。 

(4) 耐震壁に関しては，柱と同様の傾向が見られたが，

検討に用いた試験体が，準脆性型のみと限られてお

り，更に広い範囲のパラメータや架構の形状など，

異なるデータによる検討が必要である。 
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表－5 耐震性能低減係数η 

脆性型 準脆性型 耐震壁 現行基準

(終局位置変更) (終局位置変更) (終局位置変更) （曲げ部材）

Ⅰ 0.88 0.93 0.95 0.95
Ⅱ 0.78 0.83 0.83 0.75
Ⅲ 0.48 0.66 0.68 0.5
Ⅳ 0.15 0.36 0.28 0.1
Ⅴ 0 0 0 0

損傷度

脆性型 準脆性型 耐震壁 現行基準

(最大耐力終局) (最大耐力終局) (最大耐力終局) （せん断部材）

Ⅰ 0.83 0.86 0.92 0.95
Ⅱ 0.66 0.72 0.70 0.6
Ⅲ 0.23 0.29 0.25 0.3
Ⅳ 0 0 0 0
Ⅴ 0 0 0 0

損傷度

脆性型
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